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令和６年度 補正予算資料

(議案第７１号～第７２号)

資　　　　　　料　　　　　　名





（単位：千円）

補　正　前 補　正　額 補　正　後

82,644,520 841,514 83,486,034 

13,297,053 13,297,053 

15,699,140 15,699,140 

2,310,125 2,310,125 

24,347,480 24,347,480 

28,341 28,341 

189,919 189,919 

34,590 34,590 

608,477 608,477 

27,624 27,624 

56,542,749 56,542,749 

139,187,269 841,514 140,028,783 

4,930,108 4,930,108 

149,182 149,182 

3,273,821 3,273,821 

802,979 802,979 

9,156,090 9,156,090 

148,343,359 841,514 149,184,873 

◎今回の補正は、原油価格・物価高騰対策事業等、当初予算編成後に発生した事由により早急に執行すべき経費を
補正するもの。
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(単位：千円)

一般会計
歳　入 補正前 補正額 補正後

≪14.分担金及び負担金≫
P12 ●障がい者基幹相談支援センター等運営事業市町村負担金/社会・障がい者福祉課　増 38,886 14,281 53,167

≪16.国庫支出金≫
●物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金/総合政策課　増 ※定額交付 1,374,258 309,013 1,683,271

●生活困窮者就労準備支援事業費等補助金/生活支援課　増 ※補助率1/2 14,720 750 15,470

●社会資本整備総合交付金/都市計画課　増 ※交付率1/2 301,617 16,700 318,317

≪17.県支出金≫
●移住支援事業費補助金/総合政策課　増 ※補助率3/4 12,450 12,675 25,125

●保育所等給食費支援事業費補助金/保育課　皆増 ※補助率1/2 0 15,238 15,238

●宿泊税交付金/商工観光課　増 ※定額交付 19,226 1,272 20,498

≪20.繰入金≫
P13 ●財政調整基金繰入金/財政課　増 ※財源調整 2,810,719 396,153 3,206,872

●企業版ふるさと応援基金繰入金/特産品振興・ふるさと応援課　増 24,910 2,432 27,342

≪22.諸収入≫
●中小企業融資資金預託金元金収入/商工観光課　増 31,000 58,000 89,000

≪23.市債≫
●市債総額/財政課　増 4,212,600 15,000 4,227,600

・公園整備事業債 公共事業等債　90％ ： 公園施設長寿命化事業(笠城ダム公園外6公園) 29,300 15,000 44,300

歳　出 事業費 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

＜2.総務費/1.総務管理費/4.財産管理費＞
○その他の財産管理費

P14 ●市有財産売払事業費/経済政策推進室企業誘致担当　増 47,085 0 3,121 0 3,222 40,742

企業誘致用地として、未利用市有地を有効利活用するための境界確定・分筆登記にかかる 5,473 0 0 0 0 5,473

測量業務に要する経費 52,558 0 3,121 0 3,222 46,215

・各所測量委託料：5,473

＜2.総務費/1.総務管理費/6.地域振興費＞
○定住化促進事業費

●移住支援助成事業費/総合政策課　増 ※県3/4 16,602 0 12,450 0 3,700 452

県外(主に三大都市圏)からのUIJターンで、起業・就業等の要件を満たして本市に 16,901 0 12,675 0 0 4,226

移住した方に対する助成 33,503 0 25,125 0 3,700 4,678

・移住支援事業助成金：16,900　等

補 正 予 算 概 要 書

15,000

区分

補正前

補正額

補正後

補正前

補正額

補正後
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(単位：千円)

＜3.民生費/1.社会福祉費/3.障がい者福祉費＞ 事業費 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

○障がい者自立支援事業費

●障がい者基幹相談支援センター等運営事業費/社会・障がい者福祉課　増 79,321 12,210 6,104 0 33,454 27,553

市町村における障害者相談支援事業においては社会福祉法上の取扱いが明確に周知されて 32,855 0 0 0 14,281 18,574

いなかったことから、当該事業が社会福祉事業に該当するものとし、消費税を非課税として 112,176 12,210 6,104 0 47,735 46,127

取り扱っていたが、国の事務連絡により当該事業については、社会福祉法に基づく社会福祉事業に該当しないことが示されたため、消費税の課税対象であることが判明したもの

・障がい者基幹相談支援センター運営事業消費税等補償金：32,855

＜3.民生費/2.児童福祉費/2.児童措置費＞
○原油価格・物価高騰対策事業費

●保育所等給食支援事業費/保育課　皆増 ※県1/2 0 0 0 0 0 0

物価高騰の影響を受けている保護者の負担軽減のため、これまで通りの栄養バランスや 30,477 0 15,238 0 0 15,239

量を保った安定した給食を提供できるよう私立保育所等へ給食費の支援に要する経費 30,477 0 15,238 0 0 15,239

支援対象：市内の私立保育所および認定こども園(幼稚園型認定こども園を除く)

　　　　　(市内私立保育所　17園、幼保連携型認定こども園　6園、保育所型認定こども園　2園)

　　　　　ただし、令和6年度中に給食費の引上げを行う保育所等は補助対象外

支援金額：3号認定 　　1人あたり1,100円(月額上限)×月×利用児童数

　　　　　1・2号認定　1人あたり　975円(月額上限)×月×利用児童数

・保育所等給食費支援金：30,477

＜3.民生費/3.生活保護費/1.生活保護総務費＞
○その他の生活保護総務費

P15 ●生活保護総務費/生活支援課　増 ※国1/2 20,969 242 0 0 0 20,727

令和6年4月24日生活困窮者自立支援法等の改正に伴うシステム改修に要する経費 1,914 750 0 0 0 1,164

　システム改修の項目 22,883 992 0 0 0 21,891

　　被保護世帯の高卒就職者の新生活立ち上げ費用の支給、就労自立給付金のインセンティブ強化

・生活保護システム改造委託料：1,914

＜6.農林水産業費/1.農業費/3.農業振興費＞
○原油価格・物価高騰対策事業費

●農業物価高騰対策支援事業費/農林振興課　皆増 0 0 0 0 0 0

物価高騰による農業経営への影響を軽減し、営農の継続支援に要する経費 40,598 0 0 0 0 40,598

　支援対象：農業者及び畜産業者（市内に住所を有する個人、または市内に事業所 40,598 0 0 0 0 40,598

　　　　　　もしくは農場が所在する農業法人や集落営農法人等で、令和6年度も農畜産物の生産及び販売を継続するもの）

　支援金額：令和5年1月から令和5年12月までの農業収入額に応じて支援金を算出

　　　　　　①農業者（畜産業者以外）：農業収入額300万円未満に対する支援額を1万円とし、300万円以上に対しては農業収入額の区分に応じて算出した金額を支給（上限100万円）

　　　　　　②畜産業者：農業収入額300万円未満に対する支援額を2万円とし、300万円以上に対しては農業収入額の区分に応じて算出した金額を支給（上限100万円）

・農業物価高騰対策支援金：40,470　等

区分

補正後

補正前

補正額

補正後

補正前

補正額

補正後

補正前

補正額

補正前

補正額

補正後
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(単位：千円)

＜7.商工費/1.商工費/2.商工業振興費＞ 事業費 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

○商工業振興事業費

●中小企業支援融資事業費/商工観光課　増 32,888 0 0 0 31,105 1,783

新たに中小企業者として創業する者等に対して資金を融資し、商業活性化に要する経費 58,001 0 0 0 58,000 1

90,889 0 0 0 89,105 1,784

・中小企業融資資金預託金：58,000　等

○産学官連携推進事業費

●大学間連携人材育成事業費/経済政策推進室雇用促進担当　皆増 0 0 0 0 0 0

APU・九州工業大学・飯塚市三者間での連携協定に基づく人材育成事業に要する経費 2,432 0 0 0 2,432 0

　①BEGIN Program(高校生ローカル人材育成プロジェクト) 2,432 0 0 0 2,432 0

　高校生がAPUのBEGIN Program(4日間の合宿)に参加し、課題解決型のワークショップを実施

　地域での愛着を醸成し、地域で活躍できる人材に必要なスキルや態度を実践的に学ぶ

　②デジタル人材育成事業

　高校生を対象としたSAP社が提供するデザインシンキングワークショップにAPU及び市内大学の学生がチームとして参加し、飯塚市の地域課題「嘉穂劇場（まちなか周辺を含む）を

　活用した文化と経済の連携策」の提案を行う

　③大学生の企業訪問事業

　大学生が市内企業を訪問し、製造や販売の現場を学び、社員との意見交換を実施。また、「産学官交流事業」で実施する企業訪問と課題解決を兼ねることにより、市内企業の魅力を

　より深く知る機会を作る

・飯塚地域雇用創造協議会負担金：2,432

○原油価格・物価高騰対策事業費

●生活応援クーポン券発行事業費/生活応援クーポン券発行臨時対策室　皆増 0 0 0 0 0 0

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市民の負担軽減に加え、 692,357 0 0 0 0 692,357

消費喚起による市内経済の活性化を目的として、市内の登録店舗限定で使用できる 692,357 0 0 0 0 692,357

クーポン券を発行し、基準日において本市に住民登録がある市民に対して、1人あたり5,000円分のクーポン券配付に要する経費

　基準日：令和6年9月2日

　対象者：下記①～③のいずれかを満たす者

① 基準日(令和6年9月2日)時点で飯塚市に住民登録されている者

② 基準日の翌日以降に転入または翌日以降に生まれ、令和6年12月27日までに本市に住民登録された者

③ 前各号に掲げる者のほか、市長が認めた者

①～③計　126,000名([参考]令和6年6月末人口：124,502人)

　交付先：基準日時点で本市に住民登録のある世帯主

　発行内容：市民1人につき5千円分のクーポン券(1,000円券×5枚つづり)

　交付方法：郵送(ゆうパック)にて世帯主に送付　　世帯数：65,000世帯([参考]令和6年6月末世帯数：64,160世帯)

　発送開始：令和6年11月上旬～中旬

　利用期間：受領後～令和7年1月31日(登録店舗の換金期間：発送後～令和7年2月27日)

　取扱店舗：飯塚市生活応援クーポン券取扱加盟店のポスター・ステッカーを貼付している店舗

・通信運搬費：33,541、生活応援クーポン券発行等業務委託料：28,275、生活応援クーポン券精算金：630,000　等

補正額

区分

補正前

補正額

差引

補正前

補正後

補正前

補正額

補正後
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(単位：千円)

事業費 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

●貨物運送事業物価高騰対策支援事業費/商工観光課　皆増 0 0 0 0 0 0

　物価高騰の影響を受けている貨物運送事業者の支援に要する経費 48,037 0 0 0 0 48,037

　支援対象：①一般貨物自動車運送事業者　※一台あたり3万円（上限30万円） 48,037 0 0 0 0 48,037

　　　　　　②貨物軽自動車運送事業者　※一台あたり3万円（上限6万円）

・貨物運送事業物価高騰対策支援金：48,000　等

○その他の商工業振興費

P16 ●工業団地開発費/経済政策推進室企業誘致担当　減 357,676 0 0 0 0 357,676

工業団地（分譲地及び残地）の管理に要する経費 △ 122,215 0 0 0 0 △ 122,215

工業用地造成事業特別会計において市有土地売払収入が計上されことに伴い一般会計から 235,461 0 0 0 0 235,461

の繰出金を減額するもの

・工業用地造成事業特別会計繰出金：△122,215

＜7.商工費/1.商工費/4.観光費＞
○観光振興事業費

●福岡県観光連盟費/商工観光課　増 ※県定額交付 135 0 0 0 0 135

福岡県観光連盟が実施する無料の観光案内所を設置する事業に対し、その設置費用の半額 1,284 0 1,272 0 0 12

負担に要する経費 1,419 0 1,272 0 0 147

・福岡県観光連盟負担金：1,272　等

＜8.土木費/4.都市計画費/4.公園費＞
○公園施設長寿命化事業費

●公園施設長寿命化事業費/都市計画課　増 ※国1/2、公共事業等債 313 0 0 0 0 313

社会資本整備総合交付金の追加配分が予定されるため、公園施設長寿命化計画に伴う、 33,400 16,700 0 15,000 0 1,700

施設の改修工事に要する経費 33,713 16,700 0 15,000 0 2,013

・各所改修工事：33,400(笠城ダム公園(休憩施設)、旌忠公園(休憩施設)、上三緒第2公園(遊具)、柳橋公園(遊具)、東町公園(遊具)、健康の森公園(遊具)、幸袋公園(遊具)）

工業用地造成事業特別会計
歳　入 補正前 補正額 補正後

≪2.繰入金≫
P23 ●一般会計繰入金/経済政策推進室企業誘致担当　減 ※財源調整 357,676 △ 122,215 235,461

≪5.財産収入≫
●市有土地売払収入/経済政策推進室企業誘致担当　皆増 0 122,215 122,215

令和6年6月に筑穂地域工業団地造成用地として取得した土地の一部を、市内企業へ売却するもの

補正額

区分

補正前

補正額

補正後

補正前

補正前

補正額

補正後

補正後

補正前

補正額

補正後
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